
◆

◆

全国及び長野県は季節調整値です。
季節調整値の再計算が行われ、令和2年12月以前の全国及び長野県の数値は改定されています。
なお、ハローワーク長野は実数値です。
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パート求人 2,295

有効求職者数

5月の月間有効求人倍率は前月比では0.05ポイント。前年同月比で0.08ポイント下回った。
月間有効求人数は前年同月比6.5％の増加となった。
月間有効求職者は前年同月比14.0％の増加となった。

　　　　過去2年間の状況

6,660

　長野公共職業安定所
　　電話　026-228-1300

〔令和3年6月29日発表〕
Ｒ３－３

求人・求職の動き
有効求人数

1.23
一般の求人

5,432 一般希望者

有効求人倍率

3,125

パート希望者 2,307

4,365

＝1.23 

ハローワーク長野 情 報 通 信
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①有効求人倍率の推移
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◆

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 2.10 2.11 2.12 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

1,993 2,314 2,311 2,089 2,231 2,559 2,425 2,311 2,722 2,976 2,855 2,732 2,108

▲34.5 ▲30.6 ▲42.0 ▲30.4 ▲33.6 ▲31.4 ▲23.7 ▲21.4 ▲11.0 4.7 3.5 11.5 5.8

うち

　常　用
1,126 1,501 1,283 1,197 1,440 1,516 1,306 1,507 1,558 1,540 1,729 1,662 1,181

前年比(%） ▲28.6 ▲23.8 ▲29.8 ▲29.2 ▲19.0 ▲16.8 ▲23.1 ▲9.1 ▲9.3 0.7 6.7 17.8 4.9

うち

　パート
728 764 951 844 717 963 1,028 686 988 1,249 998 963 773

前年比(%） ▲42.9 ▲35.2 ▲41.1 ▲26.4 ▲45.0 ▲33.6 ▲20.7 ▲38.4 ▲20.0 1.8 5.4 ▲3.4 6.2

820 961 941 898 1,000 1,126 969 1,092 1,127 1,088 1,194 1,251 915

▲29.0 ▲22.7 ▲25.3 ▲25.1 ▲16.4 ▲14.0 ▲18.1 0.5 ▲6.7 4.1 13.9 22.6 11.6

41.1 41.5 40.7 43.0 44.8 44.0 40.0 47.3 41.4 36.6 41.8 45.8 43.4

6,256 6,087 5,972 6,065 6,283 6,507 6,743 6,811 7,074 7,675 7,996 6,978 6,660

▲34.8 ▲37.3 ▲39.2 ▲36.7 ▲35.9 ▲32.7 ▲31.1 ▲23.3 ▲16.7 ▲7.5 0.2 ▲3.7 6.5

うち

　常　用
3,789 3,799 3,666 3,707 3,837 3,986 4,067 4,113 4,208 4,395 4,602 4,123 4,018

前年比(%） ▲24.5 ▲27.7 ▲28.8 ▲28.9 ▲24.9 ▲22.5 ▲20.7 ▲18.2 ▲12.9 ▲6.3 ▲0.2 ▲4.3 6.0

うち

　パート
2,196 2,152 2,143 2,206 2,261 2,331 2,471 2,430 2,525 2,819 2,946 2,474 2,295

前年比(%） ▲41.2 ▲41.0 ▲43.1 ▲37.2 ▲40.0 ▲36.6 ▲34.6 ▲28.8 ▲23.3 ▲15.0 ▲2.0 ▲8.4 4.5

※全数には臨時・季節を含み、うち常用はパートを含まない。

◆

※ その他の産業には、「A・Ｂ農・林・漁業」「C鉱業・砕石業・砂利採取業」「Ｆ電気・ガス・熱供給・水道」「Ｌ学術研究・専門・技術
サービス」「Ｑ複合サービス」「Ｓ・Ｔ公務」を含みます。

新規求人数（人） 前年比（％） 産業別 新規求人数（人）

40.0

全　　　数 2,108 5.8 Ｇ　情 報 通 信 業 32 ▲8.6 

前年比（％）産業別

Ｄ　建 設 業 Ｈ　運輸業・郵便業

月
間
有
効
求
人
数

 全     数

前年比(%）

③　新規求人の産業別割合　（パートを含む）

5月の新規求人の産業別では、【D建設業】で前年同月比で79.7％増加した。【E製造業】は前月大幅
に増加した月ずれの影響から37.4％減少し、うち電子部品・デバイス・電子回路及び電気機械器具は
増加傾向にあるものの、今期電気機械器具では、月ずれの影響から減少している。【金融・保険・不
動産業】は前年同月比103.6％増加、【M宿泊・飲食サービス業】では141.9%の増加となっているが、
昨年同月は緊急事態宣言によるコロナウイルスの影響が著しく、求人が大幅に減少したためである。
【P医療・福祉業】は50.0％の増加。【Rサービス業】では19.2％の減少となっており、サービス業関
係では昨年度のコロナウイルスの影響による減少あったものの、今期では前年対比で減少がみられる
ことから、コロナウイルス変異株の影響が大きいと思われる。

②　新規求人・月間有効求人の状況

5月の新規求人数は、前年同月比5.8％の増加。
うち常用（パートを除く）は4.9％増加し、パートは6.2％増加した。

新
規
求
人
数

 全     数

前年比(%）

常用のうち正社員

前年比(%）

全数に占める
正社員の割合（％）

28

103.6

Ｅ　製 造 業 213 ▲37.4 Ｉ　卸売業・小売業 345 96.0

09 食料品 43 ▲2.3 Ｊ・Ｋ　金融・保険・不動産業 57

221 79.7

172.0

15 印刷・同関連 16 - Ｍ　宿泊・飲食サービス業 75 141.9

18 プラスチック 4 100.0 76 飲食店 68

41.7

24 金属製品 43 377.8 Ｎ　生活関連サービス・娯楽業 106 ▲64.3 

25 はん用機械器具 9 - Ｏ　教育学習支援業 34

▲19.2 

27 業務用機械器具 2 0.0 Ｐ　医 療・福 祉 369 50.0
28 電子部品・デバイ
　　ス・電子回路 49 512.5 Ｒ　サービス業 491

110.8

29 電気機械器具 7 ▲97.3 
91 職業紹介・労働
　　者派遣業 135 ▲31.1 

31 輸送用機械器具 0 - その他の産業 137
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◆

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 2.10 2.11 2.12 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

871 1,149 965 888 1,041 1,036 800 830 1,105 1,199 1,162 1,397 1,000

▲20.9 23.2 ▲4.8 5.3 0.9 ▲3.7 ▲15.6 ▲10.7 ▲12.0 ▲3.8 9.1 15.0 14.8

うち

　常　用
546 670 626 587 667 647 482 524 657 737 717 769 570

前年比(%） ▲16.4 13.0 ▲6.1 10.1 2.5 ▲8.1 ▲16.2 ▲10.7 ▲20.6 ▲6.7 2.9 2.9 4.4

うち

　パート
317 478 338 299 373 388 270 238 431 460 440 623 429

前年比(%） ▲28.3 41.4 ▲2.3 ▲2.3 ▲1.1 5.1 ▲17.9 ▲19.6 6.2 0.7 19.6 35.4 35.3

4,764 4,899 4,936 4,985 5,142 5,277 5,050 4,791 4,809 5,113 5,337 5,452 5,432

▲2.3 3.4 5.3 11.4 13.9 15.3 10.7 7.1 4.8 1.7 3.9 8.4 14.0

うち雇用保険
受給者 1,229 1,415 1,560 1,658 1,761 1,759 1,589 1,466 1,384 1,311 1,313 1,324 1,280

前年比(%） ▲5.7 6.4 12.7 28.2 35.4 38.0 26.3 19.6 11.0 15.8 18.3 10.6 4.1

うち

　常　用
2,851 2,874 2,930 3,003 3,095 3,158 2,985 2,812 2,862 3,027 3,180 3,197 3,115

前年比(%） 1.1 4.5 4.4 11.8 13.7 13.6 8.5 4.0 1.8 ▲2.5 0.4 5.2 9.3

※全数には臨時・季節を含み、うち常用はパートを含まない。

◆

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 2.10 2.11 2.12 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

1,025 1,337 1,293 1,054 1,256 1,172 1,089 1,010 1,218 1,903 1,676 1,329 1,189

うち雇用保険
受給者

190 292 328 281 337 295 259 248 274 303 292 162 211

▲30.6 ▲8.4 ▲9.5 ▲6.4 ▲13.4 ▲12.4 ▲16.6 ▲6.1 ▲6.9 ▲7.1 2.3 12.2 16.0

21.5 27.3 26.2 21.1 24.4 22.2 21.6 21.1 25.3 37.2 31.4 24.4 21.9

255 297 347 252 321 333 305 256 252 361 553 313 321

うち雇用保険
受給者

46 68 108 69 100 94 92 75 58 78 94 45 85

▲32.2 ▲16.6 ▲4.4 ▲17.1 ▲5.0 ▲4.3 ▲4.4 ▲21.2 2.4 6.8 ▲3.0 ▲13.3 25.9

29.3 25.8 36.0 28.4 30.8 32.1 38.1 30.8 22.8 30.1 47.6 22.4 32.1

④　新規求職・月間有効求職の状況

5月の新規求職者数は、前年同月比14.8％増加した。
うち常用（パートを除く）は4.4％増加し、パートは35.3％増加した。
月間有効求職者数は12ヶ月連続で前年同月比で増加しており、求職活動が長期化する傾向があ
る。

新
規
求
職
者
数

 全     数

前年比(%）

就
職
件
数

 全     数

前年比(%）

新規求職者に対
する就職率

月
間
有
効
求
職
者
数

 全     数

前年比(%）

⑤　職業紹介・就職の状況　（パートを含む）

5月の紹介件数は前年同月比16.0％増加し、就職件数は25.9％増加している。新規求職者に対
する就職率は前年同月比で2.8ポイント増加し32.1ポイントとなった。

紹
介
件
数

 全     数

前年比(%）

有効求職者に対
する紹介率
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10月
の新

6月の

◆

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 2.10 2.11 2.12 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

178 251 230 254 291 253 222 227 312 398 336 238 228

▲28.8 ▲1.2 ▲24.3 4.1 ▲6.7 ▲20.7 ▲14.6 ▲21.2 ▲22.6 ▲8.1 0.3 8.7 28.1

離職者 337 370 313 289 319 326 223 260 285 289 284 447 283

▲0.3 25.9 5.7 18.0 8.1 4.8 ▲18.6 0.8 ▲24.0 ▲3.7 ▲3.1 ▲5.9 ▲16.0 

91 113 78 76 91 89 51 70 72 69 68 121 64

前年同月比 30.0 121.6 90.2 28.8 51.7 48.3 ▲13.6 4.5 4.3 6.2 33.3 ▲16.0 ▲29.7 

222 231 220 200 212 218 161 176 196 207 200 292 202

前年同月比 ▲10.1 4.1 ▲5.2 17.0 ▲3.6 ▲3.1 ▲19.1 ▲1.1 ▲30.0 ▲3.3 ▲9.1 ▲0.3 ▲9.0 

31 49 83 44 57 68 37 37 60 50 97 84 59

▲52.3 8.9 23.9 0.0 29.5 ▲8.1 ▲9.8 ▲9.8 22.4 ▲12.3 56.5 58.5 90.3

(新規求職者の態様別状況は、速報値であり修正があり得ます。)

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 2.10 2.11 2.12 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

1 1 0 1 1 0 0 2 0 0 0 0 1

26 14 0 31 17 0 0 41 0 0 0 0 23

前年同月比

⑧　人員整理状況　（1件あたり10人以上）

件　　　数

人　　　数

前年同月比

⑦　新規求職者の態様別状況の推移　（パートを除く常用）

在職者

在職者は前年同月比28.1％増加し、離職者は16.0％減少、無業者は90.3％増加した。
無業者については、昨年度がコロナウイルスの影響で新規求職が減少した影響により、増加したもの
である。

前年同月比

うち事業主都合
離職者

うち自己都合離
職者

無業者

5

268

118

148

225

73

5

139

60

104

36

2

84

164

41

56

3

6

56

21

12

57
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管理的職業

専門的・技術的職業

事務的職業

販売の職業

サービスの職業

保安の職業

農林漁業の職業

生産工程の職業

輸送・機械運転の職業

建設・採掘の職業

運搬・清掃・包装等の職

業

⑥ 職業別新規求人・求職の状況（パートを除く常用）

新規求人数

新規求職者数

～29歳

145 人

30歳～44歳

177 人

45歳～

59歳

180 人

60歳～

68 人

570 人

年齢別新規求職者

◆パートを除く新規常用求職者数は570人で、前年同月比4.4%増加した。

◆新規求人・求職者数を職業別に対比してみると、事務的職業、運搬・清掃・包装等以外で、新規求人数

が新規求職者数を上回っている。
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⑨　雇用保険適用事業所・被保険者・給付金受給者の状況

2.5 2.6 2.7 2.8 2.9 2.10 2.11 2.12 3.1 3.2 3.3 3.4 3.5

5,531 5,536 5,534 5,551 5,513 5,523 5,533 5,533 5,534 5,541 5,480 5,474 5,480

0.9 0.8 0.7 1.0 0.7 0.9 1.1 1.0 1.0 0.8 ▲0.4 ▲0.8 ▲0.9 

3,205 2,304 1,235 1,001 1,162 1,234 1,031 1,153 967 929 1,234 3,341 2,643

1,787 1,274 1,282 1,163 1,156 1,832 1,100 1,184 1,417 1,077 1,386 3,443 1,399

119,394 120,530 120,259 120,040 120,065 119,376 119,338 119,325 118,866 118,687 118,536 118,443 119,993

▲0.8 ▲0.3 ▲0.6 ▲0.7 ▲0.6 ▲1.0 ▲0.9 ▲1.0 ▲0.9 ▲1.0 ▲1.2 0.9 0.5

287 376 291 228 266 254 158 151 219 213 197 308 363

▲6.2 63.5 37.9 23.9 22.6 13.4 ▲24.8 ▲22.6 ▲4.4 10.4 ▲10.9 ▲22.4 26.5

987 1,219 1,395 1,454 1,520 1,478 1,279 1,192 1,100 984 966 950 895

7.5 36.7 44.6 56.0 64.7 63.3 28.5 20.9 7.9 9.0 5.0 19.8 ▲9.3 

資格取得数

資格喪失数

被保険者月末現在数

前年同月比（％）

　　【お問合せ先】　ハローワーク長野　　事業所部門　　　☎ 026－２２８－１３００　（内線３１＃）

受給資格決定件数

前年同月比（％）

前年同月比（％）

基本手当受給
者実人員数

雇用保険の状況

事業所月末現在数

前年同月比（％）

受給資格決定件数は、前年同月比26.5％増加したが、昨年度コロナウイルスによる緊急事態宣
言の影響から、求職活動ができなかったことによる影響。
受給者実人員は、前年同月比9.3％減少した。

◆
◆

雇用調整助成金の特例措置による雇用維持
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改正高年齢者雇用安定法が令和３年４月から施行されます

① 70歳までの定年引き上げ
② 定年制の廃止
③ 70歳までの継続雇用制度（再雇用制度・勤務延長制度）の導入
　※特殊関係事業主に加えて、他の事業主によるものを含む

④ 70歳まで継続的に業務委託契約を締結する制度の導入
⑤ 70歳まで継続的に以下の事業に従事できる制度の導入

a.事業主が自ら実施する社会貢献事業

b.事業主が委託、出資（資金提供）等する団体が行う社会貢献事業

※ ④、⑤については過半数組合等の同意を得た上で、措置を導入する必要があります（労働者の過半数を代表する労働組合が
ある場合にはその労働組合、そして労働者の過半数を代表する労働組合がない場合には労働者の過半数を代表する者の同意
が必要です。）。

　【お問合せ先】　ハローワーク長野　　事業所部門　　　☎ 026－２２８－１３００　（内線３１＃）

「在籍型出向」により労働者の雇用維持に取り組む事業主の皆さま／「在籍型出向」により人材を活用し

たい事業主の皆さまへ

新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされた事業主が、在籍型出

向により労働者の雇用を維持する場合に、出向元と出向先の双方の事業主に対して助成する「産業雇用

安定助成金」を創設しました。

■対象：雇用調整を目的とする出向（新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小

を

余儀なくされた事業主が、雇用の維持を図ることを目的に行う出向）が対象。

■前提：雇用維持を図るための助成のため、出向期間終了後は元の事業所に戻って働くことが前提。

助成金の対象となる「出向」

対象事業主

①新型コロナウイルス感染症の影響により事業活動の一時的な縮小を余儀なくされたため、労働者の

雇用維持を目的として出向により労働者（雇用保険被保険者）を送り出す事業主（出向元事業主）

②当該労働者を受け入れる事業主（出向先事業主）

助成率・助成額

○出向運営経費

出向元事業主および出向先事業主が負担する賃金、教育訓練および労務管理に関する調整経費など、

出向中に要する経費の一部を助成します。

６５歳までの雇用確保 ＋
（義務）

７０歳までの就業確保
（努力義務）

70歳までの就業確保措置を講じることが「努力義務」となったこと
に伴い、再就職援助措置・多数離職届等の対象が追加されます。

高年齢者就業確保措置について

「産業雇用安定助成金」のご案内

○出向初期経費

就業規則や出向契約書の整備費用、出向元事業主が出向に際してあらかじめ行う教育訓

練、出向先事業主が出向者を受け入れるための機器や備品の整備などの出向の成立に要す

る措置を行った場合に助成します。 出向元 出向先

助成額 各10万円／1人当たり（定額）


